
仕 様 書 

 

１ 委託業務名 

「茶道・華道等石川の伝統文化調査」委託業務 

 

２ 事業の目的 

本県における茶道・華道等石川の伝統文化の現状について詳細に調査することにより、

生活文化振興施策の検討に資する資料の作成を目的とする。 

 

３ 委託業務の概要 

茶道・華道等石川の伝統文化に関する文献調査及び、茶道・華道文化に関する県民意識

調査を実施する。当該調査結果等を分析し報告書としてまとめ、本県伝統文化の現状と課

題を検討した資料を作成する。 

 

４ 業務内容の詳細 

（１）本県茶道・華道分野を詳細に把握するための文献調査として、既存の書籍、論文、

調査報告書等から下記の４項目について情報収集を行い、項目毎に整理を行う。 

・本県の茶道・華道に関する歴史的変遷及び概要 

・茶道・華道が本県社会において果たす文化的・教育的役割（教育機関におけ 

る茶道・華道の現状や、茶道・華道教室の活動等の現状を記載）に関する 

歴史的変遷・概要等 

・本県の茶道・華道に対する芸術的評価や効果 

・本県における、生活の中での茶道の広がりや伝統文化との関わり 

上記４項目について、収集した情報を整理しその内容を文章にまとめること。 

 

 

 （２）茶道・華道に関する県民意識調査を実施し、地域・年齢・性別等での分析を行う。

その際は、以下の要件を満たすものとする。 

        ①調査地域  石川県全域（１９市町） 

       ②調査対象  １２歳以上の男女 

       ③標 本 数  統計調査として有意な数を確保すること 

     ④調査方法  郵送・WEB など効果的かつ個人情報保護に留意した方法を提案

すること 

       ⑤設   問  文化庁の「令和２年度生活文化調査事業（茶道）」における国民 

意識調査を参考に設定すること 

設問例）・茶道・華道の経験の有無、興味を持ったきっかけ 

・茶道・華道にもつイメージ 

・茶道・華道を習うにあたってのハードル 等 



（３）その他、事業実施に際し以下の点に留意すること。 

  ①  石川県担当者と適宜打合せをすること。打合せの都度、記録を作成すること。 

② 文献・画像等を引用する際は、著作権等、元となる文献の著者等が持つ権利に 

ついては、受託者が必ず調整し、許可を得ること。 

    ③ 受託者が業務を行うにあたって個人情報を取り扱う場合には、別記「個人情報の 

取扱いに係る特記事項」を遵守しなければならない。 

④  調査事業にかかる諸費用として、各有識者、団体等への執筆依頼及びヒアリング 

に係る謝金、アンケート調査票の印刷費、発送・返送等に係る費用、石川県との 

打合せや聞き取り調査に係る交通費、資料作成等を含めて一切の業務が本委託 

業務に含まれる。 

 

（４）報告書の作成 

① 上記（１）について、受託者は調査の実施によって得られた情報を整理・分析し、

１つの報告書としてまとめること。なお、遅くとも令和５年１２月までに、報告書の

草案を作成し、石川県に提出すること。 

② 調査結果の分析・まとめに関する作業については、石川県と随時協議し、進めるこ

と。また、（１）とは別に行う調査結果を報告書に追記する場合がある。追記する場

合は、石川県の指示に従い報告書に記載すること。 

③ 報告書作成、編集などに係る諸費用、印刷及び製本にかかる諸費用、CD-ROM データ

作成などに係る諸費用等を含めて一切の業務が本委託業務に含まれる。 

 

５ 委託業務期間 

契約締結日から令和６年３月３１日（日）まで 

 

６ 成果物の提出 

（１）成果物 

報告書（５０冊（簡易製本）・Ａ４版・両面カラー刷り）  

※電子データ（PDF 及び WORD 形式）（CD-ROM または E-mail）も合わせて納入す

ること。 

（２）納入期限 

令和６年３月２９日（金） 

（３）納入場所 

〒９２０－８５８０ 石川県金沢市鞍月１－１ 石川県庁１０階 

石川県県民文化スポーツ部文化振興課 伝統文化・芸術振興グループ 

電話：（０７６）－２２５－１３７１ 

 

 

 



７ 検収 

石川県は、受託者が納入した納入品につき、仕様書記載事項が満たされていることを、

石川県、受託者双方の立会いのもとで確認したことをもって検収とする。 

 

８ 守秘業務 

受託者は、本委託業務の実施で知り得た非公開の情報を第三者に漏洩してはならない。 

受託者は、本委託業務にかかわる情報を他の情報と明確に区別して、善良な管理者の注

意義務をもって管理し、本委託業務以外に使用しないこと。 

再委託をする場合にあっては、受託者は、再委託先に対しても上記と同様の措置を講じ

るものとする。 

 

９ 協議事項 

本仕様書に記載されていない事項、又は本仕様書について疑義が生じた場合は、石川県

と適宜協議を行うものとする。 

 

 

 



 

個人情報の取扱いに係る特記事項 

 

（趣旨） 

第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっ

ては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わ

なければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に

知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除され

た後においても同様とする。 

２ 乙は、この契約による事務に従事している者に対して、在職中及び退職後におい

てもこの事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当

な目的に利用してはならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項を周知

するものとする。 

 

（取得の制限） 

第３ 乙は、この契約による事務を行うため個人情報を取得するときは、その事務の

目的を明確にし、当該目的の達成のために必要な範囲内で、適法かつ適正な方法に

より取得しなければならない。 

 

（適正管理） 

第４ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又はき損

の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならな

い。 

 

（目的外利用及び提供の禁止） 

第５ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を、契約の目的以外の目

的のために利用し、又は第三者に提供してはならない。ただし、あらかじめ甲の書

面による指示又は承認を受けたときは、この限りではない。 

 

（複写又は複製の禁止） 

第６ 乙は、この契約による事務を行うため甲から提供を受けた個人情報が記録され

た資料等を複写し、又は複製してはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による

承認を受けたときは、この限りではない。 

 

（再委託の禁止） 

第７ 乙は、この契約による個人情報を取り扱う事務について、第三者に再委託し、

又は下請させてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を受けたとき

は、この限りではない。

別 記 



２ 乙は、甲の承認により第三者に個人情報を取り扱う事務を再委託し、又は

下請けさせる場合には、甲が乙に求めた個人情報の保護に関し必要な措置と

同様の措置を当該第三者に書面により求めるものとする。 

 

（資料等の返還） 

第８ 乙は、この契約による事務を行うため甲から提供を受け、又は乙自らが

取得し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、本契約終了後直

ちに甲へ返却しなければならない。ただし、甲が書面により別に指示したと

きは、その指示に従うものとする。 

 

（事故報告） 

第９ 乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを

知ったときは、直ちにその状況を甲に通知し、適切な措置をとらなければな

らない。また、調査結果を遅滞なく甲に報告しなければならない。 

 

（調査） 

第１０ 甲は、乙がこの契約による事務を行うに当たり、取り扱っている個人

情報の管理状況について、随時調査できるものとする。 

 

（指示） 

第１１ 甲は、乙がこの契約による事務を行うために取り扱っている個人情報

の管理状況について、不適切と認められるときは、乙に対して必要な指示を

行うことができる。 

 

注１ 「甲」は委託者、「乙」は受託者をいう。 

 ２ 委託の事務の実態に即して、適宜必要な事項を追加し、また不要な事項

を削除するものとする。 
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